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（シンポジウムの主旨） 

  2000年 9月11日から12日にかけて愛知県を中心とす

る東海地方では、観測史上最多の豪雨（総雨量567mm,

３時間降雨量240mm：名古屋気象台）に襲われた。こ

のため、各地で多くの被害が発生した。この東海豪雨

については、名古屋大学の辻本先生１）を中心にした様

々な観点からの調査が行われ、豪雨発生のメカニズム

と特徴、名古屋市をはじめとする各地の水害の概要、

外水・内水氾濫の数値解析、土砂災害の実態、情報の

伝達・避難勧告等の危機管理体制の問題、都市計画の

問題、などなどが明らかにされてきた。また、土木・

下水道・防災系の学会などで関連したシンポジウムが

いくつか開催され、治水、水害防止・軽減方策等につ

いても研究が進められている。また、この豪雨と水害

の実態がどんなものであったのか、そしてそれによっ

てもたらされた膨大な量の災害ゴミの問題、市内の交

通障害の問題などについては、この３月（2001年）の

水環境学会の年会時に身近な生活環境研究委員会の拡

大研究集会でも報告された２）。  

  人と自然との関係を考える時、人は自然から大きな

恵みを受けてきたが、同時にその危険性とも関わって

きた。川に焦点をあててみると、多くの”川の幸”と

共に洪水などの危険性とも共存してきたわけである。

その関わりの歴史は古く、そこで得られた知識や知恵

の集積が水文化を形成してきた。しかし、生活様式の

変化と技術の向上により、人と川（川に限らず、すべ

ての自然を含む）との関わりは限りなく希薄になり、

同時に危機意識も希薄となった。水害に限っていえば、

治水技術の向上は洪水の危険性を小さくしたが、その

一方では、安全を確保する役割が、専門家・為政者（河

川・下水道・ポンプ・地下遊水池などの管理者、防災

担当者等）にゆだねられたために、市民からは都市と

いう人工システムの持つ「危険性」が見えにくく、し

たがって「危機意識」が育ちにくい構造となった。  

 

 大熊先生によると、もともとの水防の原点は、「自

分と自分の家族をどう守るか」にあり、その次に「自

分たちの地域と仲間をどう守るか」があり、その上で

為政者の「治水」があり、両者が相互に補完しあって

水害対策は完結したものとなる３）。しかし、明治以降

の治水にのみ偏重して進められた政策により「水防」

対策は横におかれ、個人や地域レベルでの「水防」も

薄らいできた。しかし、突然訪れる災害時（洪水だけ

でなく）には、個人レベルでの判断力・危機管理能力

が問われることになる。判断のもとになるのは、的確

な情報である。為政者は政策と情報の周知徹底を計り、

住民は自然と地域特性への理解を深めることが求めら

れる。その上で緊急時の情報伝達の手法や救援体制の

整備等の危機管理体制を、両者が互いに補完・連携し

ながら構築してゆくことが必要なのではないだろうか。  

 ここでは、前半で東海豪雨が突きつけた課題－東海

豪雨に遭遇した市民からの声、下水道からみた都市の

治水面からの問題点－を論議する。後半では自然に潜

む危険性（災害）と暮らしとが共存してゆくためには、

どういう問題があるかを環境と治水との葛藤の中から、

また歴史からも学ぶ。また、あわせて災害からの復興

にむけての課題も提起し、今後どのように身近な自然

と付き合っていったらよいのかをさまざまな観点から

考え、議論する場としたい。  
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